
平成２４年（行ス）第２８号 

抗告人 辻 義則 ほか７名 

相手方 国 

主 張 書 面（３） 

 

２０１２年６月１８日 

大阪高等裁判所第８民事部ハ係御中 

 

           抗告人ら代理人 

 弁護士 井   戸    謙   一 

 弁護士 吉   原        稔 

 弁護士 吉   川        実 

 弁護士 高   橋    典   明 

 弁護士 永   芳        明 

 弁護士 渡   辺    輝   人 

 弁護士 高   橋    陽   一 

 弁護士 石   川    賢   治 

 弁護士 向   川    さ ゆ り 

 弁護士 石   田    達   也 

           弁護士井戸謙一復代理人 

 弁護士 加   納    雄   二 
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抗告人らは，相手方の平成２４年６月１５日付意見書に対し，次のとおり再反

論する。なお，速やかな決定を頂くため，再反論は最低限に止めた。抗告人らが

既に提出している主張書面を十分参照していただくことをお願いしたい。 

１(1) 相手方は，処分性の有無を決するのは，根拠法規等の法律の仕組みに照ら

して，当該事実行為に国民の権利義務ないし法律上の地位に影響を及ぼす法

的効果が付与されているかどうかであって，法律の仕組みを離れた「行政の

実務上の運用や背景となる社会的事実」なるものは，そもそも，処分性の有

無の判断要素とはなり得ないと主張する（４頁）。 

(2) しかしながら，最高裁判所平成１７年７月１５日第二小法廷判決（民集５

９巻６号１６６１頁参照）は，都道府県知事が病院を開設しようとする者に

対して行う病院開設中止の勧告という事実行為（行政指導）を「行政処分」

と認めたものであり，その前提とする事実は，次のとおりである。 

① 健康保険法４３条ノ３第２項では，都道府県知事は，保険医療機関等の

指定の申請があった場合に，一定の事由があるときはその指定を拒むこと

ができると規定しているところ，この拒否事由の定めの中に「保険医療機

関若ハ保険薬局トシテ著シク不適当ト認ムルモノナルトキ」との定めがあ

る。 

② 通達（昭和６２年９月２１日付保発第６９号厚生省保険局長通知）にお

いて，「医療法３０条の７の規定に基づき，都道府県知事が医療計画達成

の推進のため特に必要があるものとして勧告を行ったにもかかわらず，病

院開設が行われ，当該病院から保険医療機関の指定申請又は療養取扱機関

の申出があった場合にあっては，健康保険法４３条ノ３第２項に規定する

「著シク不適当ト認ムルモノナルトキ」に該当するものとして，又は国民

健康保険法第３７条第２項の規定に基づき，地方社会保険医療協議会に対

し，指定拒否又は受理許否の諮問を行うこと」とされていた。 

(3) 上記判決は，そもそも通達は行政組織内部の解釈であって何ら法規範性を

もたないこと，しかも上記通達は，「指定を拒否せよ」というものではなく，
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「指定拒否又は受理許否の諮問を行うこと」としているだけであること，地

方社会保険医療協議会は，各地方社会保険事務局におかれ，都道府県知事や

厚生労働大臣からは独立した組織であって，諮問どおりに指定拒否をするか

否かは判らないことを踏まえながらも，病院開設中止の勧告は，「相当程度

の確実さをもって、病院を開設しても保険医療機関の指定を受けることがで

きなくなるという結果をもたらす」とし，「病院開設中止の勧告の保険医療

機関の指定に及ぼす効果及び病院経営における保険医療機関の指定の持つ意

義を併せ考え」、この勧告を行政処分と認めた。 

すなわち，上記最高裁判決は，法律の仕組みだけではなく，通達にしたが

って，病院開設中止の勧告に従わなかった者について，地方社会保険医療協

議会に対し，指定拒否又は受理許否の諮問を行うという行政の実務上の運用

や，病院経営における保険医療機関の指定の持つ意義という背景となる社会

的事実を考慮して，病院開設中止の勧告を行政処分と認めたのである。 

(4) 相手方の上記主張に理由のないことは明らかである。 

２ 相手方は，「電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等」（平

成１２年５月２９日資第１６号）において，定期検査に係る審査基準を定めた

ことについて，無視を決め込んでいる（６頁）。しかし，経済産業大臣が上記

訓令を定めたとき，定期検査終了証の交付が行政手続法第２章にいう「申請に

対する処分」であると判断していたことは明らかである。いやしくも，経済産

業大臣が訓令の形式で審査基準を公にした（行政手続法５条３項）のであるか

ら，その判断が誤りであったというのであれば，経済産業大臣が，当時は，ど

のような根拠に基づいて「申請に対する処分」と判断していたのか，その判断

のどこに誤りがあったのかを明らかにすべきであろう。自らがかつてした判断

を無視するような恣意的な主張は許されるべきではない。 

３ ２０１２年４月１２日付上申書にも記載したように，原子炉等規制法２４条

１項４号や電気事業法３９条２項１号は，原発周辺住民の生命，身体，健康に

対する被害を避けるための配慮をしている。原子炉設置許可処分や使用前検査
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合格処分は，明らかに行政処分であるから，周辺住民は，処分の名宛人ではな

いものの，原告適格が認められる限り，訴訟においてこれに異を唱える機会を

与えられる。しかし，周辺住民の生命，身体，健康に対する被害を避けるため

には，運転開始後の定期検査は，運転開始前の原子炉設置許可審査や使用前検

査にも増して重要性が高い。定期検査終了証交付も行政処分であるとして，周

辺住民が訴訟においてその違法性を争う機会を与える法解釈がとられるべきで

ある。 

４ 大飯原発３，４号機の再稼動は，目前に迫っている。６月８日には，大飯原

発の敷地を横切るＦ-６破砕帯が活断層であるという学者（渡辺満久・東洋大教

授（変動地形学），鈴木康弘・名古屋大教授（同））の意見が公にされた。こ

れに対し斑目春樹原子力安全委員会委員長は，６月７日の記者会見で「最新の

知見が出たなら、原子力安全・保安院で評価をしっかりやり直すべきだ」との

見解を示した。 

しかるに，政府は，この問題にも頬被りを決めつけ，ひたすら再稼動にまい

進する気配である。 

たかがお湯を沸かすことだけのために，何故，膨大な数の人たちを底知れな

い不安の中で生活させなければならないのか。 

司法の賢明な判断を求める。 

 

以上 


